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放棄された道路を斜面からの土砂供給量の推定に活用する手法を開発 

 

レーザ測量機能を搭載したドローンを使って、数十年間使われていない道路（いわゆる廃道）に堆積し

た土砂の量を測量し、斜面からの土砂供給量を推定することに成功しました。土石流発生源での土砂供給

量を推定する上で、この手法が役立つことが期待されます。 

 

斜面からの落石による土砂供給量は、土石流の頻度や規模を決める重要な要素の一つですが、数十

年間にわたる期間の土砂供給量を広範囲に推定することは簡単ではありませんでした。本研究では、

放棄された道路（廃道）に着目し、廃道に堆積した土砂量を、レーザ測量機能を搭載したドローンを使

って測量することにより、数十年間の土砂供給量を推定することに成功しました。 

本研究チームは、静岡県と長野県の県境付近にある道路（静岡県道 288 号線）の通行止め区間を対

象に、ドローンによる地形測量を実施しました。この道路は 1991 年に発生した災害によって通行不能

となり、それ以降、道路上には斜面からの落石が堆積し続けています。対象の道路区間を分割し、各区

間の斜面の地形条件と土砂供給量の関係を調べた結果、斜面の平均傾斜が大きくなるほど、また、斜面

の面積が大きくなるほど土砂供給量が増加することが明らかになりました。これらの分析結果から、

この地域の谷の源流部では、1 年当たりおおむね 70〜93 m3の土砂が供給されていることが推定され、

数十年程度で土石流１回分に相当する土砂が蓄積する可能性があることが明らかになりました。 

日本の山間部では、道路の付け替えなどにより、放棄された道路が増えています。これまでそれらの

道路が活用されることはありませんでした。本研究成果を用いてそれらの道路などを調査することに

より、土石流災害の予測につながる基礎情報の取得が進むことが期待されます。 
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 研究の背景  

 山地では落石、斜面崩壊、地すべり、土石流注 1）などのさまざまな地形変動が発生し、それらは土砂災

害の原因にもなっています。その中でも落石による斜面からの土砂供給量は、土石流の頻度や規模を支配

する重要な要素の一つですが、それを直接計測することは簡単ではありません。これまでは、過去に生じ

た落石の規模や頻度を測定する方法として、落石を受け止める設備（トラップ）を使った定期的な観測、

道路の点検記録、樹木の年輪に残された落石の痕跡などが使われてきました。トラップを用いることで落

石による土砂供給量を比較的正確に求めることができるものの、装置の大きさには限りがあるほか、定期

的な計測には労力がかかるため、観測を長期間広範囲で行うことは困難でした。また、その他の方法で

は、長期間の落石の頻度はわかるものの、それだけでは土砂供給量を推定できませんでした。 

 

 研究内容と成果  

本研究では、静岡県と長野県の県境付近にある静岡県道 288 号線の通行止め区間のうち約 4.75 km の

区間を対象に、レーザ測量機能を搭載したドローン（UAV LiDAR）注 2）による地形測量を実施しました。 

この道路は日本列島の中で最も隆起速度が大きい赤石山脈南部の天竜川沿いに位置しており、道路の

背後には急傾斜で起伏の大きな斜面が広がっています。1991 年に発生した災害によって通行不能となり、

それ以降は斜面から供給された落石が道路上に堆積し続けています。地形測量では、対象の道路区間を

96 区間に分割し、各区間の地形条件と供給された土砂の堆積物の状況、土砂供給量との関係を調べまし

た（図 1）。 

その結果、道路の斜面側の平均傾斜が大きくなるほど、また、集水面積注 3）が大きくなるほど落石によ

る土砂供給が活発になり、道路が土砂によって覆われやすくなる（図 2）ことがわかりました。また、集

水面積１万 m2 以上の区間では、水流によって運ばれた土砂も堆積するようになり、２万 6000 m2 以上の

条件では、全ての区間において土石流や水流によって運ばれた土砂が堆積していることが明らかになり

ました。さらに、土砂供給量の分析結果に基づき、土石流の発生源になりやすい源頭部（谷の上流部）に

相当する集水面積１万〜２万 m2 の地形条件において、1 年間当たり 70〜93 m3 の土砂が供給されている

と推定しました。その結果、この地域の集水面積２万 m2 の谷型斜面では、数十年程度で土石流１回分に

相当する土砂が蓄積することがわかりました。 

 

 今後の展開  

本研究によって、落石による斜面からの土砂供給量を広範囲に推定することが可能であることが明ら

かになりました。同様の方法は他の地域の廃道、鉄道の廃線跡などにも適用することが可能です。日本各

地の山間部には多数の廃道・廃線跡が存在しており、それらを活用することで、各地の土砂供給量を推定

することが可能になります。また、現在では日本各地で解像度の高い航空レーザ測量データも公開されつ

つあります。それらの高精細地形情報を用いれば、レーザ測量機能を搭載したドローンを利用せずとも、

多くの地域で斜面からの土砂供給量を分析できるようになると考えられます。本研究チームは今後、今回

の研究方法を日本各地に適用して、研究を進めていく予定です。 
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 参考図  

 

図１ 本研究での測量に関する概要 

左図(a)は道路の模式図であり、元の道路面に対して、堆積が生じている状況を模式的に示している。

今回の分析では道路背後の地形条件に応じて、道路区間を複数に分割した。右図(b)では UAV-LiDAR を

用いて道路面周辺の測量を行っている様子を示している。堆積物に隠れている元の道路面の高さを、周辺

の堆積物に覆われていない道路面の標高から内挿して推定した。 

 

 

図 2 実際の堆積状況を示す現地写真 

左図(a)は堆積物の位置とその背後の地形を示した地図であり、元の道路面に対して、背後に急傾斜か

つ集水面積の大きい斜面がある場合に、道路上に堆積が多く生じている状況を示している。右図(b)は、

左図(a)の矢印の方向に現地の状況を撮影した写真であり、斜面から道路面上に多量の堆積物が供給され

ている様子を示している。 
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 用語解説  

注１） 土石流 

斜面崩壊や渓流に堆積した土砂の流動化によって発生し、渓流沿いを流下する現象であり、土砂災

害の原因の一つである。急傾斜な渓流に不安定な土砂が集積した地盤条件において、豪雨が発生した

場合に生じるため、土砂供給量は土石流の規模や頻度に影響を与える要因の一つである。 

注２） UAV LiDAR 

レーザ測量（LiDAR）機能を搭載したドローン。測量に用いられるレーザ光は樹木の樹冠を通過でき

るため、樹冠に隠れていて可視光では見られない地表面の測量が可能である。本研究では、おおむね高

度 80 m の上空からレーザ測量を行い、道路周辺で 1 m2 当たり平均 215.2 点の高精細測量を行った。 

注３） 集水面積 

斜面の形状はさまざまであり、谷のような形をした斜面では水や土砂が集まりやすい。集水面積と

は斜面上のある地点あるいは区間の上方、上流側に含まれる面積であり、集水面積が大きい区間では

水が集まりやすく、斜面崩壊や土石流が発生しやすくなる。 
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